
愛知県文化活動事業費補助金交付要綱 

 

 （趣  旨） 

第１条 県は、文化の振興を図るため、県内各地において芸術文化活動事業、伝統文化の後

継者育成事業等の文化活動を行う団体（以下「文化活動団体」という。）が行う文化活動

事業に対し、予算の範囲内において、愛知県文化活動事業費補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付するものとし、その交付に関しては、愛知県補助金等交付規則（昭和５５年

愛知県規則第８号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるとこ

ろによる。 

 

 （交付の対象） 

第２条 前条に規定する事業は、県内各地の文化の振興に寄与できる事業として、知事が決

定した事業（以下「補助事業」という。）とし、この実施に必要な経費のうち、補助金交

付の対象として知事が認める経費（以下「補助対象経費」という。）について補助金を交

付する。 

  ただし、他の県費補助金の交付の対象となる事業は、対象としない。 

２ 補助事業の事業内容、補助対象団体、補助対象経費は別表のとおりとする。 

３ 交付の対象となる補助事業の実施期間は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（交付額の算定方法） 

第２条の２ この補助金の交付額は、別表のとおりとする。 

 

 （交付申請書の提出） 

第３条 補助金の交付を受けようとする団体は、補助金交付申請書を別に定める日までに、

知事に提出しなければならない。 

 

  （交付の決定及び通知） 

第４条  知事は、前条の規定による補助金交付申請書を受理したときは、その内容を審査

し、別に置く「愛知県文化活動事業費補助金企画審査会」の選考または承認のうえ、補助

金の交付の決定をし、その決定の内容及びこれに付した条件を記載した書面により、補助

金の交付を申請した団体に通知するものとする。 

 

 （交付申請の取下げ） 

第５条  規則第７条に規定する申請の取下げ期日は、交付決定の通知を受けた日から３０

日以内とし、その旨を記載した書面を知事に提出しなければならない。 

 

 （事業内容の変更承認） 



第６条 補助事業者は、補助事業の内容を変更しようとする場合は、変更が明らかになった

時点で速やかに変更交付申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

    ただし、交付決定を受けた補助金の額に変更をきたさない場合における次に定める変

更については、この限りでない。 

 (1) 経費の配分の変更が、経費の能率的あるいは効率的使用に資するものであり、かつ、

補助目的の達成に支障がないと認められる場合であって、当該経費の２０％以内のもの。 

ただし、経費の目的を実質的に変更しない限度とすること。 

 (2) 補助目的達成のための弾力的運用に伴う事業内容の変更。 

 (3) 補助目的を損なわない事業計画の細部の変更。 

２ 知事は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又は条

件を付することがある。 

３  知事は、前項の規定により交付決定の内容の変更をしたとき又は条件を付したときは、

その変更した内容又は条件を記載した書面により変更交付申請をした補助事業者に通知す

るものとする。 

 

 （補助事業の中止又は廃止） 

第７条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとする場合は、あらかじめ中止

又は廃止承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 補助事業者は、補助金申請時からの事業内容変更の結果、別表に定める補助金算定基礎

額の下限額を下回った場合には、廃止承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない。 

３ 知事は、前項の規定による中止又は廃止承認申請書を受理した場合において、これを審

査し、中止又は廃止を承認したときは、中止又は廃止を承認した旨を記載した書面により

中止又は廃止承認申請をした補助事業者に通知するものとする。 

 

  （実績報告） 

第８条 規則第１３条に定める実績報告書は、補助事業の完了（廃止の承認を受けた場合を

含む。以下同じ。）の日から起算して３０日を経過した日又は翌年度の４月５日のいずれ

か早い期日までに知事に提出しなければならない。 

 

 （補助金の交付） 

第９条 補助金は、規則第１４条の規定による補助金の額の確定後に交付する。 

  ただし、知事が特別の理由があると認めたときは、その全部又は一部を概算払により交

付することができる。 

２ 補助事業者は、補助金の額の確定後、補助金請求書を知事に提出するものとする。 

 

（補助金の交付決定の取消及び通知） 



第１０条 知事は、規則第１６条の規定によるもののほか、補助事業者が次の各号に該当す

る場合は、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消すことがある。 

 (1) 補助金の運用又は補助事業の執行方法が不適当と認められるとき 

 (2) 補助事業を中止し、若しくは廃止したとき 

 (3) 暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有するとき 

 (4) 上記(3)であることを隠蔽するため、虚偽の申請をしたとき 

２ 知事は前項の規定による取り消しをしたときは、補助金交付決定を取り消した旨を記載

した書面により、補助事業者に通知するものとする。 

 

 （検査等） 

第１１条 知事は、補助事業者に対し、補助金の交付の目的を達成するために必要があると

認めるときは、その目的を達成するために必要な限度において補助金の使途について必要

な指示をし、報告書の提出を命じ、又はその状況を実地に検査することができる。 

 

 （財産の処分の制限） 

第１２条 規則第２０条ただし書に規定する知事が定める期間は、「減価償却資産の耐用年

数に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）」に定められている期間又はそれに準ず

るものと認められる期間とする。 

２ 規則第２０条第２号に規定する知事の定める財産は、取得価格又は効用の増加価格が単

価５０万円以上のものとする。 

３ 補助事業者が規則第２０条の規定により承認を得て財産を処分したことにより収入があ

ったときは、知事はその交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を納付させること

がある。 

 

 （その他） 

第１３条 この要綱の実施に関しては、愛知県文化活動事業費補助金実施細則に定めるもの

のほか、必要な事項は、知事が別に定める。 

  

 

   附  則 

この要綱は、平成３年６月１７日から施行し、平成３年４月１日から適用する。 

附  則 

この要綱は、平成４年１月２８日から施行し、平成３年４月１日から適用する。 

附  則 

この要綱は、平成４年４月１日から施行する。 

  附  則 

この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 



 附  則 

この要綱は、平成９年４月１日から施行する。 

   附  則 

この要綱は、平成１１年７月１４日から施行し、平成１１年４月１日から適用する。 

附  則 

この要綱は、平成１３年４月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成２３年７月１５日から施行し、平成２３年４月１日から適用する。 

附  則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

附  則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年５月２８日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 


